
平成３０年度　生活環境部当初予算（一般会計）要求の概要

（単位：千円）
区　　　分 ２９年度当初予算額

8,793,305

　Ⅰ　要求のポイント
安心

１　おおいたうつくし作戦の推進

【基本方針】

（１）豊かな自然との共生と快適な地域環境の創造

（２）循環を基調とする地域社会の構築

（３）すべての主体が参加する美しく快適な県づくり

２　安全・安心を実感できる暮らしの確立

【基本方針】

（１）犯罪に強い地域社会の確立

（２）食の安全・安心の確保

（３）健全な食生活と地域の食をはぐくむ食育の推進

（４）動物愛護の推進

事業費 9,941,066 1,147,761 13.1% 

　本県の豊かな天然自然や地域資源の保全・利活用促進に向けた取組を推進します。
　資源循環社会の構築に向けた取組促進と災害時の迅速な処理体制の構築を推進します。
  国民文化祭やラグビーワールドカップ２０１９と連動した環境活動を促進します。

　動物愛護教育や犬猫の譲渡等の中心的機能を担う動物愛護拠点施設を大分市と共同で整
備します。

３０年度当初要求額 増減額 増減率

　大分県犯罪被害者等支援条例（仮称）の制定を契機に、二次的被害の防止のための県民
理解の増進と支援推進体制の強化、並びに被害者等への経済的支援の充実を図ります。

　健全な食育活動の促進を図るため食育推進全国大会を開催します。

　祖母・傾・大崩ユネスコエコパークや姫島・豊後大野両ジオパークの情報発信強化と利
活用の促進に向けた取組を推進します。
　観光誘客に向けた阿蘇くじゅう国立公園の魅力を高める施設整備を推進します。
  太陽光発電事業の実態把握及び自主的環境配慮のためのガイドラインを策定します。

　廃棄物の再資源化に向けた取組促進と災害時の迅速な処理体制を構築するとともに、循
環産業を牽引する企業を育成します。
　流域住民等が主体的に取り組む水環境保全活動を支援します。

　国民文化祭やラグビーワールドカップ２０１９の成功に向け、うつくし推進隊による環
境の視点からのおもてなし活動を促進します。

　犯罪被害者支援等のための県民啓発と支援体制の強化を図ります。
  対米・対ＥＵ輸出を下支えする食肉衛生検査体制を強化します。
　健全な食育活動の普及・啓発に向けた取組を促進します。

　県畜産公社の対米食肉輸出を支援するため、食肉衛生検査指導体制を強化します。



３　災害に強い社会づくりと県土の強靱化による防災力の強化

【基本方針】

（１）大規模災害等への即応力の強化

（２）災害に強い人づくり、地域づくりの推進

活力

４　男女が共に支える社会づくりの推進

【基本方針】

（１）女性の活躍推進と男女共同参画社会の構築

５　人を呼び込み地域が輝くツーリズムの推進

【基本方針】

（１）住宅宿泊事業法への対応

発展

６　生涯にわたる力と意欲を高める「教育県大分」の創造

【基本方針】

（１）信頼される学校づくりの推進

（２）青少年の健全育成

　住宅宿泊事業法の施行に伴い、適切な利活用に向けた指導体制を整備します。

  住宅宿泊事業法の施行に伴い、近隣住民の良好な生活環境を守るため、民泊監視員制度
の創設など、適切な利活用に向けた指導体制を整備します。

孤立可能性集落における通信手段確保や自主防災組織が行う避難訓練等に対する実地指
導など、地域防災力の強化に向けた取組を促進します。

消火技術の向上や救急救命の高度化に対応した人材を育成するため、消防学校教育力強
化のためのカリキュラム見直しや資機材の整備を図ります。

災害ボランティアセンターを支える組織の拡充と、運営の核となる運営リーダーやス
タッフ育成のための専門研修を実施します。

　女性の活躍推進及び男女が共に働きやすい社会の実現を図るため、出産や育児等で離職
した子育て中の女性の再就職等を支援する体制づくりを推進します。

　就労等の社会参画促進のための動機付けセミナーの開催や、無料託児サービスの実施な
ど働きたい女性のための支援を推進するとともに、企業へのキャリアコンサルタントの派
遣により働く女性のための支援を推進します。

　私立学校の児童生徒一人ひとりの能力や適性に応じた私学教育の充実を支援します。
　ひきこもりやニート等社会的自立に困難を抱える若者とその家族を支援するため、支援
体制の充実を図ります。

　私立学校における魅力ある学校づくり、保護者負担の軽減、学校経営の健全性確保のた
め私立学校を運営する学校法人に対し、運営費を助成します。

　支援体制強化のため、相談所機能の充実と若者の居場所づくり空間の整備を行うととも
に学習支援等の支援プログラムの充実を図ります。

　南海トラフ巨大地震など大規模災害に備え、熊本地震や九州北部豪雨・台風第１８号の
検証結果を踏まえた、より実効性のある防災・減災対策を推進します。

　市町村との連携による応急対策業務の効率化・高度化に向けた新防災システムを整備す
るとともに、災害対策本部及び県央飛行場の機能強化を図ります。
　市町村の防災力強化を図るため、訓練による実践力の養成や市町村業務継続計画(ＢＣ
Ｐ)の早期策定を支援します。
 



　Ⅱ　事業体系（県政推進指針）

　１　安心　－健やかで心豊かに暮らせる安心の大分県－

（４）おおいたうつくし作戦の推進

①豊かな自然との共生と快適な地域環境の創造

②循環を基調とする地域社会の構築

③すべての主体が参加する美しく快適な県づくり

（５）安全・安心を実感できる暮らしの確立

①犯罪に強い地域社会の確立

②食の安全・安心の確保

③健全な食生活と地域の食をはぐぐむ食育の推進

④動物愛護の推進

（６）人権を尊重し共に支える社会づくりの推進

①人権を尊重する社会づくりの推進

（７）地域社会の再構築

①ネットワーク・コミュニティの構築

（８）多様な県民活動の推進

①未来を担うＮＰＯの育成と協働の推進

（９）災害に強い社会づくりと県土の強靱化による防災力の強化

①大規模災害等への即応力の強化

②災害に強い人づくり、地域づくりの推進

避難所運営支援推進事業 1,079

市町村防災力強化支援事業 3,257

地震・津波対策加速化支援事業

災害ボランティアセンター運営支援事業 6,572

新 地域防災力向上支援事業 25,197

原子力災害対策推進事業

地域を担うＮＰＯ協働モデル創出事業 17,619

災害対策本部等機能強化事業 549,651

動物愛護拠点施設建設事業 650,679

新 女性に対する暴力防止推進事業 25,755

循環社会構築加速化事業 19,651

3,969豊かな水環境保全推進事業

新 太陽光発電環境配慮推進事業 9,629

国立公園施設整備事業 283,601

祖母・傾・大崩ユネスコエコパーク推進事業 16,152

おおいたうつくし作戦推進事業 22,220

新 犯罪被害者等支援推進事業 10,720

おおいたジオパーク推進事業 20,000

新 対米等食肉輸出支援事業 6,496

2,377

100,000

新 消防学校教育力強化事業 40,039

人権啓発推進事業 20,434

新 民営水道等安定供給支援事業 31,032

県央飛行場機能強化事業 23,153

新 災害対応支援システム構築事業 148,895

新 おおいたの食育ステップアップ事業 40,305



　２　活力　－いきいきと働き地域が輝く活力ある大分県－

（３）男女が共に支える社会づくりの推進

①女性の活躍推進と男女共同参画社会の構築

（４）人を呼び込み地域が輝くツーリズムの推進

①住宅宿泊事業法の対応

　３　発展　－人を育み基盤を整え発展する大分県－

（１）生涯にわたる力と意欲を高める「教育県大分」の創造

①信頼される学校づくりの推進

②青少年の健全育成

（注）事業名前の「新」は新規事業を示す。

　平成３０年度　生活環境部当初予算(一般会計）要求に対するご意見をお寄せください。

　　ｅ－ｍａｉｌ：a13000@pref.oita.lg.jp（生活環境部生活環境企画課）

新 インバウンドを支える「食」と「宿」安全対策事業 11,021

私立学校ＩＣＴ教育環境整備促進事業 20,000

女性の活躍推進事業 15,204

私学振興費 3,495,473

青少年自立支援対策推進事業 39,757
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9
動物愛護拠点施設建設事
業

　犬猫の譲渡を推進し、動物愛護の啓発・教育を充実させるため、新
しい動物愛護の拠点施設を大分市と共同で設置する。
　・実施内容　造成・外構工事（ドッグラン）、
              動物保護棟新築工事、管理棟改修工事など

食品・生活衛
生課

10
女性に対する暴力防止推
進事業

　重大な人権侵害であるDVや性暴力などの女性に対する暴力をなくす
ため、効果的な啓発や研修を実施するとともに、被害者の回復や自立
への支援を行う。

県民生活・男
女共同参画課

7
犯罪被害者等支援推進事
業

  犯罪被害者等の支援の必要性に対する県民理解を増進し、支援推進
体制の整備・強化を図るとともに、犯罪被害者等に見舞金を支給する
市町村に対する助成等を行う。

県民生活・男
女共同参画課

8 対米等食肉輸出支援事業

　（株）大分県畜産公社の対米牛肉輸出認定取得に向け、米国基準に
沿った指導・助言を行うための衛生指導体制を構築する。

食品・生活衛
生課

6
おおいたうつくし作戦推
進事業

　おおいたうつくし作戦の理念を普及するため、県民意識のさらなる
醸成と持続可能な活動基盤づくりを推進するため、うつくし推進隊等
活動団体の拡大と連携強化を図る。
  【特】国民文化祭と連動し環境視点からのおもてなし活動を実施

うつくし作戦
推進課

3 国立公園施設整備事業

　安全で快適な自然とのふれあいを推進するため、国立公園満喫プロ
ジェクト等により、県内の自然公園の施設整備を推進する。
　・県有施設　  大船山避難小屋、赤川久住山線
　・市町有施設  狭霧台園地、字見台園地、鶴見岳山頂園地ほか
  【特】国立公園満喫ガイドの養成

自然保護推進
室

5 循環社会構築加速化事業

　セメント原料化をはじめとした資源循環の仕組みづくりを構築する
とともに、災害時における市町村の廃棄物処理体制の強化を図る。
  循環産業を牽引する企業を育成するため、モデル事業による意識啓
発を図る。

循環社会推進
課

4
太陽光発電環境配慮推進
事業

　現在稼働中の太陽光発電事業の実態調査を行い、太陽光発電施設に
よる地域への環境影響を明らかにし、環境影響評価条例の対象となら
ない小規模な事業に対してもガイドラインの作成により、自主的な環
境配慮を促す。

環境保全課

平成３０年度　当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

事　業　名

平成３０年度
当初要求額

事　業　概　要 所管課
平成２９年度
当初予算額

1
祖母・傾・大崩ユネスコ
エコパーク推進事業

　祖母・傾・大崩ユネスコエコパーク知名度向上に向け、県内外への
情報発信を強化するとともに、祖母・傾地域の豊かな環境保全のため
の研究・活動を推進する。

自然保護推進
室

2
おおいたジオパーク推進
事業

　姫島・豊後大野両ジオパーク活動を持続可能なものとするため、広
く県民に対するジオパークの情報発信を行うとともに、両地域の推進
協議会が実施する受入体制整備や学術研究・普及啓発に要する経費に
対し助成する。

自然保護推進
室

特

特

特

特
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※ 　　は「新規事業」、 　 は「創生前進枠事業」

20
青少年自立支援対策推進
事業

　ひきこもりやニート等、社会的自立に困難を抱える若者とその家族
を対象に、青少年自立支援センターを設置し、専門相談員による相談
や自立に向けた支援を行う。併せて若者向けワンストップ窓口として
おおいた青少年総合相談所を運営する。
  【特】相談所機能の充実のため、業務場所の移転及び居場所づくり

私学振興・青
少年課

17 女性の活躍推進事業

　女性が活躍できる社会を実現するため、女性活躍推進宣言を行う企
業の拡大に取り組むほか、女性の就労やスキルアップを支援する。
　【特】働く女性のキャリア形成支援、エンパワメントセミナー開催

県民生活・男
女共同参画課

18
インバウンドを支える
「食」と「宿」安全対策
事業

　ラグビーワールドカップ開催に向けたインバウンド対応としてホテ
ル・旅館、飲食店の衛生水準の向上を図るとともに、住宅宿泊事業法
施行に伴う監視指導体制を整備する。

食品・生活衛
生課

19 私学振興費

　私立学校の教育条件の維持向上、保護者負担の軽減、学校経営の健
全性確保のため、私立学校を運営する学校法人に対し、運営費を助成
する。

私学振興・青
少年課

14
地震・津波対策加速化支
援事業

　大規模地震発生時の被害軽減と県民の安全・安心の確保を図るため、
自主防災組織等が行う防災・減災活動や地域住民等が行う避難所運営
訓練などへの支援を行う市町村に対し助成する。 防災対策室

16 消防学校教育力強化事業

　大規模災害時に備え、消火技術の向上や救急救命の高度化に対応し
た人材を育成するため、消防学校教育力強化のためのカリキュラム見
直しや資機材の整備を図る。 消防保安室

15 地域防災力向上支援事業

  地域における自助・共助の取組の中心となる防災士の養成及びその
スキルアップを図るとともに、自治会や自主防災組織による避難訓練
等の実施を促進することで、地域防災力の向上を支援する。 防災対策室

12
災害対策本部等機能強化
事業

　災害対策本部等が効果的に機能し、応急対策業務を迅速かつ的確に
実施するため、熊本地震の検証結果等を踏まえ、県庁防災体制を強化
する。

防災危機管理
課

13
災害対応支援システム構
築事業

  南海トラフ地震等大規模災害時に、県と市町村の災害対策本部業務
の効率化・高度化を図る「大分県災害対応支援システム（仮称）」を
導入するとともに、市町村の被災者支援業務の効率的かつ効果的な実
施に向けた「被災者台帳システム」を導入する。

防災危機管理
課
防災対策室

11
民営水道等安定供給支援
事業

  公営水道の整備が困難な小規模集落などの水問題解決に向け、積極
的に給水施設整備に取り組む市町村に対し助成する。
  併せて、被災した民営水道等の復旧を支援する市町村に対し助成す
る。
 

環境保全課

平成３０年度　当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

事　業　名

平成３０年度
当初要求額

事　業　概　要 所管課
平成２９年度
当初予算額

新 特

特

新 特

特

特

特

新
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2,377

12 消防保安室 消防力強化推進事業

・
・

平成１９年度から２９年度までの事業として実施
事務事業評価結果を踏まえ、新たに「将来を担う消防力育成」を
メニューに追加して要求

1,817

6
防災危機管理
課

原子力防災対策推進事業

・
・
・

8 防災対策室 自主防災活動促進事業

防災対策室

防災情報伝達体制整備事
業

2
県民生活・男
女共同参画課

ＤＶのない社会づくり推
進事業

4
食品・生活衛
生課

おおいたの食育推進事業

県民生活・男
女共同参画課

性犯罪・性暴力被害者対
策推進事業3

防災対策室

5 環境保全課
小規模給水施設普及支援
事業

3,094

15,657

7

31,032

8,460

県民安全・安心メール配
信事業

・
・

平成２０年度から２９年度までの事業として実施
事務事業評価結果を踏まえ廃止し、新たに「防災行動定着促進事
業」に組み替えて要求

・
・

平成２５年度から２９年度までの事業として実施
事務事業評価結果を踏まえ廃止し、新たに「地域防災力向上支援
事業」に組み替えて要求

21,049

火山防災対策推進事業

・
・
・

平成２７～２９年度の３か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止
事業効果等を検証し、「火山警戒避難体制整備推進事業」に組み
替えて要求

12,439

防災行動力育成事業

11 防災対策室

9

10 防災対策室

13 消防保安室 消防学校施設改修事業

・
・
・

平成２９年度の単年度事業として実施
所期の目的を達成したため廃止
事業効果等を検証し、「消防学校教育力強化事業」に組み替えて
要求

・
・

平成２１年度から２９年度までの事業として実施
所期の目的を達成したため廃止

351,370

・
・

平成１７年度から２９年度までの事業として実施
事業効果等を検証し、「おおいたの食育ステップアップ事業」に
組み替えて要求

1,705

・
・

平成２７～２９年度の３か年事業として実施
事業効果を検証し、「防災行動定着促進事業」に組み替えて要求

平成２７～２９年度の３か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止
事業効果等を検証し、「原子力災害対策推進事業」に組み替えて
要求

・
・
・

平成２５年度から２９年度までの事業として実施
所期の目的を達成したため廃止
事業効果等を検証し、「民営水道等安定供給支援事業」に組み替
えて要求

1
生活環境企画
課

市町村避難所運営支援事
業

・
・
・

平成２９年度の単年度事業として実施
所期の目的を達成したため廃止
事業効果等を検証し、「避難所運営支援推進事業」に組み替えて
要求

平成３０年度　当初予算（一般会計）要求における廃止事業

所管課 事　業　名 廃　止　理　由
２９年度
当初予算額

1,609

・
・

平成２８～２９年度の２か年事業として実施
事業効果を検証し、「女性に対する暴力防止推進事業」に組み替
えて要求

18,025

5,777

・
・
・

平成１８年度から２９年度までの事業として実施
事務事業評価結果を踏まえ廃止
新たに「女性に対する暴力防止推進事業」に組み替えて要求


